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日本における労働組合組織率低下の規定要因3

一先行する研究の批判的評価一

都留　康

1．はじめに

　わが国の労働組合は，1970年代中期以降，産業政

策や政策制度を政府に求める活動を通じて，いわゆ

る政策参加を果たしてきた．また，1989年の連合の

発足以降は，政治過程においても影響力を行使し，

組合の発言力は強まってきたかにみえる．労使対決

やイデオロギー対立の時代を急速に過去のものとし

つつ，わが国の労働組合運動は成熟の様相を色濃く

した．だが，その一方で，労働組合をとりまく経済

的・社会的環境は，日を追って厳しさを増している．

とりわけ，労働組合のよって立つ基盤は確実にせば

まっている．雇用者に占める労働組合員数の割合を

意味する推定組織率は，高度成長期には3割台の半

ばを維持していたけれども，1975年以降急速に低下

し，92年には24．4％と約10ポイントもその水準を

下落させている．いまや，日本の労働組合は，雇用

者全体の4分の1を代表するにとどまる存在となる

にいたったのである．

　このように組織率が低下し，労働組合が雇用者の

ごく一部分のみを代表するようになるという事態の

問題点は，最近では次のような文脈において指摘さ

れることが多い．すなわち，組織率低下は，ミクロ

的には，発言によって労働条件を改善し，労働者の

退出の抑制と定着の促進を通じて生産性の向上に貢

献する制度の後退を意味する．またマクロ的には，

労働の利益を媒介する社会集団の弱体化であり，所

得分配や政策形成に悪影響を及ぼす恐れがあるとい

う指摘がそれである．

　こうした指摘の当否を別としても，わが国の場合，

組織率低下を問題視せざるをえない十分な根拠があ
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して謝意を表したい．

る．それは，わが国の労働組合の支配的組織形態で

ある企業別組合が，これまで長期的雇用慣行，企業

内熟練形成，年功的賃金体系と切っても切り離すこ

とのできない日本企業の制度的支柱のひとつをなし

てきており，組織率の低下とはこの支柱の動揺を意

味するものにほかならないということである．

　本稿の目的は，わが国における組織率低下問題を

分析するための準備作業として，組織率低下に関す

る研究文献を展望し，それらの研究が何をどこまで

明らかにしているのかを考察することにある．そし

て，この考察を通じて，日本における組織率低下の

規定要因を明確にすることをめざす．まず第2節で

は，近年における推定組織率の推移をみた後に，組

織率の低下を主として雇用構造の変化から説明する

諸研究を吟味する．第3節では，組織化プロセスに

おける行為主体のビヘイヴィアに注目する分析を検

討する．第4節では，そこまでの考察を要約し，残

された課題が何であるのかを指摘する1｝．

2．構造的分析

　組織率低下の要因分析にはいる前に，戦後日本に

おいて推定組織率がどのように推移してきたのかを

手短に眺めておくことにしたい．表1にみられるよ

うに，推定組織率は1975年を前後してきわめて異

なる動きを呈している．1953～75年には，組織率は

32～35％台の範囲できわめて安定的に推移した．

これに対して，第1次石油危機後の1975年以降，推

定組織率は連続的に低下し，1992年には雇用者の4

分の1を割り込む事態にいたっている．また，労働

組合員数に注目すると，1975年以前には毎年増大し

てきたのに対して，それ以降は増加が停止し，1982

年以後はわずかながら減少に転じている．つまり，

雇用者数の伸びに組合員数の伸びが相対的に追いつ

かないという状態から，雇用老が増加するもとで組

合員数の増加そのものが停止してしまうという状態

への変化を含みつつ，推定組織率は，1975年以降そ
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表1．労働組合員数および推定組織率の推移，1953～199零年．
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（注）　自労働組合員数は，単一労働組合員数である．

　　b推定組織率は，労働組合員数を雇用者数（総務庁統計局「労働力調査」隔年6月分）で除して算出したものである．

（出所）　労働大臣官房政策調査部「労使関係総合調査・労働組合基礎調査報告」（1992年）．

れ以前の安定的推移から趨勢的低下へと転じたとい

うことができる2）．

2．1．雇用構造の変化

　2．1．1．産業構造の変化

　1975年以降の推定組織率の低下は，まず雇用構造

の変化と結びつけて理解された．なぜなら，日本の

労働組合の組織状況は，横断面的に著しい不均等が

あるからである．たとえば，「労働組合基礎調査報

告」（1992年）によれば，企業規模別では，従業員

1，000人以上の企業が57．2％の組織率であるのに対

して，99人以下では1．8％にすぎない．産業別では，

公務や電気・ガス・熱供給・水道業で推定組織率は

60％を越えるのに対して，卸売・小売業，飲食店や

サービス業では10％程度にとどまる．さらに性別

では，男子雇用者の28．5％が組織されているのに対

して，女子の組織率は17．6％である．こうした事実

を反映して，組織率の低下は，相対的に組織率の高

い部門から相対的に組織率の低い部門への雇用者の

シフトによって発生したという見解が広く流布され

ることになった，

　雇用シフトを重視する立場から産業構造の変化と

いう要因をもっとも強調したのは桑原（1981）である．

「より根本的なところで労働組合の組織状況を規定

するのは，一国の経済社会における産業構造とその

変化，さらに関連して発生する就業構造の変化であ

る」（桑原（1981）12）という見地から，桑原は，労働組

合の産業的分布とその変化を分析した．その結果，

第2次産業の雇用者の停滞・減少と第3次産業の雇

用者の増大，とくに後者における大企業の比重の低

さと労働の移動性の高さが，組織化を困難にしてい

る基本的原因であると結論している．

　労働組合の組織状況が産業別にきわめて不均等な

わが国のような場合には，産業構造の変化が組織率

の変動に与える影響には，無視しえない重要性があ

る．けれども，桑原は，産業構造の変化が組織率に

及ぼす影響がどの程度かを定量的に確かめたうえで

上記の結論を導いているわけではない．また，表2

からわかるように，組織率は，第3次産業だけでは

なくすべての産業の内部において低下しているので

あって，そこには必ずしも第2次産業から第3次産

業への雇用シフトには還元できない要因が含まれて

いる．

　2．1．2．雇用構造変化の諸側面

　雇用構造の変化が推定組織率に及ぼす影響につい

ては，労働大臣官房政策調査部による一連の分析が

ある．その基本的な手法は，労働組合員数を雇用者

数で除した値である推定組織率を，（1）式のように
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表2．産業別推定組織率の推移，1968～1992年．
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年農業林単軸魏業鎌建設業製造業朧糞壷図師運輸通信適職ス●サーピ・業公務

1968　　2．1　　51．0

1969　　3．5　　57．2

1970　　1．6　　43．4

1971　2．3　　58．8

1972　　2。1　　44，4

1973　　2．3　　31．6

1974　　2．5　　44．1

1975　　2．3　　47．3

1976　　1．9　　43．6

1977　　2．1　　49．5

1978　　1．4　　56．7

1979　　1．8　　42．8

1980　　2。1　　42．0

1981　　2，0　　43．6

1982　　1．8　　42．8

1983　　1．5　　36．6

1884　　1．0　　47．3

1985　　1．3　　52．8

1986　　0．9　　55．7

1987　　0．9　　52．9

1988　　0．7　　41．2

1989　　0．6　　52．5

1990　　0．6　　56．1

1991　0．6　　55．1

1992　　0．8　　50．7

25，0　　　　62．8　　23．2　　　36．7　　　　7．6

27．5　　　　73．2　　25．2　　　38．8　　　　　7．8

29．5　　　　72．2　　24．9　　　38．7　　　　　8．5

19．5　　　　51。7　　20．6　　　38．6　　　　　9，5

20．9　　　　63．6　　18．7　　　38，6　　　　10．0

22．4　　　　48．2　　18．7　　　37．6　　　　　9．3

26．5　　　　52．4　　19．4　　　39．0　　　　　9．8

22．3　　　　50。4　　18．3　　　41．1　　　　10．1

23，8　　　　33．3　　18．3　　　39．5　　　　　9．6

18．2　　　　39．0　　17．2　　　39．1　　　　　9．2

21．7　　　　45．3　　16．9　　　37．6　　　　　9．5

24，7　　　　45．5　　16．8　　　36．0　　　　　9．6

21．2　　　　47．2　　16．5　　　35．3　　　　　9．4

15．1　　　　49．7　　17．2　　　34。9　　　　　9．5

16．1　　　　47．5　　18．2　　　35．5　　　　　9．7

14．7　　　　41．7　　18．6　　　35．8　　　　9．5

11．6　　　　44．3　　19。6　　　34。4　　　　93

10．3　　　　48。7　　19．7　　　33．7　　　　　9．3

8．8　　　　52．7　　17．9　　　34．0　　　　　8．9

8響7　　　　38．2　　　18．0　　　34．2　　　　　8．8

7．4　　　　41．9　　174　　　32．6　　　　　8．8

8．2　　　　51．1　　17．5　　　30．9　　　　　9．0

10．8　　　　423　　 17．1　　　30．1　　　　　9．0

9．6　　　　42．2　　17。3　　　29．9　　　　　8．8

7．7　　　　30．7　　18．1　　　29．6　　　　　9．0
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23．2　　　　71．6

23．6　　　　70．9

23．9　　　　71．4

23．6　　　　73，3

22．5　　　　69。2

22．9　　　　77．3

22．9　　　　69．3

23．4　　　　68．6

22．9　　　　73．8

23．0　　　　75，9

22．5　　　　74．2

21．5　　　　73．1

21．0　　　　74．6

21．0　　　　75．8

20．3　　73．8

18．8　　　73．8

18．0　　　　78．4

18．2　　　　76．4

17．6　　　　75．2

16．7　　　　72．4

16．3　　　　719

15．5　　　　76．9

14．8　　　　74．9

14．1　　　　72．6

13。7　　72．1

（出所）　単一労働組合員数は，1968～82年は，労働大臣官房統計情報部「労働組合基本調査報告」各年，1983年以降は，労働大臣

　　官房政策調査部「労使関係総合調査・労働組合基礎調査報告」各面より得られた，雇用者数は，総務庁統計局「労働力調査」

　　（雪年6月分）未公表資料より得られた．

要因分解し，産業構造変化効果と産業内組織率変化

効果を分離するというものである．

　（1）△（α乙）＝Σ｛△（、Lゴ／L）・（σf∠L‘）

　　　　　　　　＋（ム／L）・△（αμ，r）｝

ただし，σは労働組合員数，五は雇用者数，サフィ

ックスゴは産業，△は変化分を意味する．

　（1）式を用いて，清水（1984），労働大臣官房政策調

査部（1986），三浦・山崎（1986），徳本（1987），伊

藤・武田（1990）は次のことを明らかにしている．組

織率が低下しはじめた1975年以降のいずれの時期

をとっても，産業構造変化効果が組織率低下を説明

するのは20～30％であって，残りの70～80％を説

明するのは産業内組織率変化効果である．とりわけ，

産業内組織率低下の効果が大きいのは，製造業やサ

ービス業などである．そして，この産業内組織率変

化効果に関係する要因として，①パートタイム労働

者比率，②女子労働者比率，③企業規模構成，④労

働者意識の変化が挙げられる．このうち，組織率低

下との関連が統計的に確認され，るものは，パートタ

イム労働者比率と女子労働老比率の上昇であって，

企業規模構成の変化についてはそうした関連がみら

れないとし，また労働者意識の変化については，労

働組合に対する意識に関する本格的調査がないとし

て問題点の指摘にとどめている．

　以上のような推定組織率の要因分解によれば，雇

用者の産業構成の変化が組織率低下を説明する割合

は，ここで問題としている1975年以降においてけ

っして高くはない．したがって，組織率低下に雇用

構造の変化という観点から接近する場合でも，産業

構造の変化以外の要因で組織率の低下をもたらして

いる主たる要因は何かを把握することが重要となる．

　以上によって指摘された組織率低下に作用する産

業構造およびその他の雇用構造上の諸要因を，回帰

分析によって把握しようとしたのが神代（1988）

（1990）である．まずはじめに，神代は，組織率低下

要因として，①女子雇用者比率の上昇，②卸売・小

売・サービ二業雇用者比率の上昇，③ホワイトカラ

ー比率の上昇，④パートタイム労働者比率の上昇，
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⑤民間主要企業雇用者比率の低下ξいう5ρの要因

を特定する．次いで，単純回帰分析によって各要因

の弾性値を計算し，女子雇用者比率の上昇が組織率

に対してもっとも大きな影響を及ぼすことを明らか

にする．さらに，各要因を組み合わせた重回帰分析

では，女子雇用者比率とパートタイム労働者比率を

用いた式のみが有意な結果を示すという．つまり，

組織率低下に関連する諸要因のうち，統計的に相関

関係が確認されるのは，女子およびパートタイム労

働者比率の上昇である．

　この結果の解釈にあたって，神代は次の2点を指

摘している．第1に，女子雇用者比率およびパート

タイム労働者比率の上昇は第3次産業化の側面のひ

とつであるかもしれないこと，第2に，女子化，パ

ート化は，従来のユニオン・ショップ制をともなう

企業別組合に包摂されない労働者の比重増大を意味

することである．

　この後者（ユニオン・ショップ制）の問題は重要な

論点を含んでおり，本稿でも後ほど考察することと．

したい．だが，神代の分析のかぎりでは，組織率低

下の何割程度が女子およびパートタイム労働者比率

の上昇によって説明されるのかは示されていない．

また，女子労働者やパートタイム労働者が組織化さ

れにくいのはなぜなのかに関するたちいった分析も

与えられていない．

　以上で指摘された組織率低下の諸要因に関して徹

底した要因分解を遂行し，雇用構造に関bる要因が

組織率低下の何パーセント程度を説明するのかを推

計したのが，Freeman　and　Rebick（1989）である．

彼らは，前記（1）式のような要因分解を，各産業内の

女子および男子雇用者比率と臨時および常用労働者

比率についても積み重ね，さらにパートタイムおよ

びフルタイム労働者比率，企業規模構成，使用者の

利益を代表しない管理職比率の変化の効果を推計し

ている．． ｻの結果，1975年から86年までの組織率

の全低下のうち，産業構造変化効果が説明するのは

約乞3％であり，男女比率から使用者の利益を代表

しない管理職比率にいたるその他の雇用構造の変化

の説明する部分を加えても，それは組織率低下全体

の約44％程度しか説明しないことが明らかにされ

ている．

表3．実質的新設組合員数と新規組織率の推移，

　1956～1992年．

年実質的新設組合員数新規組織率（％）
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2．2．新規組織化の停滞

　2．2．1．新規組織率の低下

　組織率の低下が，産業および雇用構造の変化によ

（注）　　実質的新設とは，「組織変更および分裂による

　　新設」以外の新設であり，「事業所の新設・拡張

　　によるもの」と「その他の理由による新設」の合

　　計である．ここで，「その他の理由による新設」

　　には労働条件の向上のための新設，労働者の自

　　覚による新設等が含まれる．

（出所）　労働組合員数は，単位労働組合員数であり，

　　労働大臣官房政策調査部「労使関係総合調査・

　　労働組合基礎調査報告」各年より得られた。雇

　　用者数は，総務庁統計局「労働力調査年報」各年

　　（6月分）より得られた．

ってきわめて部分的にしか説明されないとすれば，

それは主要には何によって説明されるのだろうか．

Freeman　and　Rebick（1989）によれば，もっとも重

要な要因は労働組合の新規結成による組織人員の拡
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大が頓挫してきたということである．この点は表3

から確認することができる．みられるように，新規

組織率は明白な低下傾向にある．新規組織率は年平

均で，1956～74年には0．70％であったものが，1975

年以降0．23％へと約3分の1に低下している．

　ところで，組織率の変動を，ストックとしての現

行組織率とフローとしての新規組織率によって説明

する枠組みを用いれば，今期の組織率と前期の組織

率および今期の新規組織率との間は，次の関係によ

って結ぶことができる．

　（2）　OD薦，＝（1一γ一9）α）E罵重一1

　　　　　　　　　十（1－9）PC㎜W‘

ただし，6のE聡は組織率，PC㎜Wは新規組織

率，γは組合のある職場の雇用減少に起因する組合

員減少率，gは雇用増加率である．これを変形して，

組織率の変化を求めると次式のようになる．

　（3）△α）E罵f＝一（γ＋9）α）E粥H

　　　　　　　　　＋（1－9）PC㎜既

つまり，組織率の変化を決定するものは，組織率の

純減率（7十g）と新規組織率である．このストッ

ク・フロー方程式に，純減率と新規組織率の観察さ

れた値を与えて1975年から86年にかけての組織率

の変化を計算すると，新規組織率の変動は，実際の

組織率低下の3分の2程度を説明することができる．

このことから，フリーマンとレビックは，「新たに事

業所が組織化される比率，つまり組合の出生率の変

化が組合組織率低下の大部分の基本要因である」

（Freeman　and　Rebick（1989）589）と結論するので

ある．．

　2．2．2．新規組織虚血下説の含意と問題点

　以上のストック・フロー分析の目的は，雇用構造

の変化よりも，新規組織化の停滞のほうが組織率低

下にとってより重要な要因であることを明らかにす

ることにある．それと同時に，この議論の意図は，

分析視点を雇用構造の変化から組織化プロセスにお

ける組織化努力という問題へとシフトさせることに

ある．その理由は，雇用構造変化説が，雇用構造が

変化するなかで，なぜある産業や労働力部分では組

織化に著しく失敗し，なぜその他の部門ではそうで

はないのかという組織率低下の「鍵となる問題を回

避している」（Freeman（1988）76）という判断がある

ためである．

　この点に関連して，橘木（1993）は最近注目すべき

指摘を行なっている．新設企業に雇用され，た労働老

の多数が女子やパートタイム労働者であるならば，
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新設未組織企業の増大と雇用構造の変化の双方が組

織率低下に作用していることになるから，新設未組

織企業の増大と雇用構造の変化は必ずしも対立しな

いという指摘がそれである．この指摘はきわめて重

要である．なぜなら，この指摘が正しいとすれば，

フリーマンとレビックが強調した新規組織率の低下

も，結局のところ雇用構造の変化の別様の表現にす

ぎないことになるからである．橘木もいうように，

現時点ではデータの制約から上記の指摘の妥当性を

評価することができない．しかし，この間馬は，わ

が国の組織率低下の規定要因を理解するうえで重要

なので，何らかの分析が望まれるところである．

2．3．構造的分析の評価

　組織率低下の構造的分析の意義は，組織率低下に

作用しうる要因を把握し，その相対的説明力を明ら

かにした点にある．指摘された要因は，①雇用者の

産業構成，②女子労働者比率，③臨時労働者比率，

④パートタイム労働者比率，⑤使用者の利益を代表

しない管理職比率，および⑥企業規模構成等のそれ

ぞれの変化であった．ここで注目されるのは，わが

国の場合には，産業構造の変化が組織率低下に及ぼ

す影響は20～30％程度にすぎず，構造的要因とい

っても産業内の雇用構造の変化のほうがはるかに重

要だという点である．また，産業内の雇用構造の変

化の諸要因を合わせても，組織率低下の約半分程度

しか説明しないという点を明らかにしたことも重要

な発見であるといえる．

　構造的分析の問題点は，雇用者に占める女子労働

者やパートタイム労働者の比率の上昇が組織率低下

に作用しているとしても，なぜそれらの属性をもつ

労働者の組織化が困難であるのがの考察を行なって

いないところにある．いうまでもなく，それらの属

性をもつ雇用者が増大しても，他のカテゴリーの労

働者と同様に労働組合が組織化に成功していたなら

ば，産業内の組織率は低下しなかったはずである．

したがって，解明すべき問題は，構造的分析の指摘

する属性をもつ労働者の組織化に，なぜ組合は失敗

したかということにある，このことは，組織化の結

果をみていただけでは明らかにはならない．そこで，

次節では，組織化が進行するプロセスそれ自体のな

かにはいってゆくことにしたい．

3．組織化プロセス分析

組織化プロセス分析の吟味にさきだって，わが国
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における組織化の制度的環境について簡単にふれて

おきたい．未組織労働者が組織化される仕方は大別

して2つある．ひとつは，労働組合のある企業の未

組織労働者による既存の組合への加入であり，いま

ひとつは，労働組合のない企業の労働者による組合

の結成である（中村・佐藤・神谷（1988））．

　まず，組合のある企業においては，組合員の範囲

の決定が重要である．通常は，組合規約において組

合員資格が定められるので，組織範囲の変更は組合

の手による規約改正によって可能となるはずである．

だが，氏原（1989）も指摘するように，日本の組合の

なかには組合員資格を自主的に決めることができず，

その決定を労使交渉にゆだねるものがある点には留

意する必要がある．

　次に，組合のない企業においては，組織化に際し

て企業別組合という組織形態を選択するか否かがさ

しあたり問題となる．企業別組合を選択しない場合

には，組織化はその他の組織形態の組合（職業別組

織や合同労組など）への加入やその結成という形を

とることになる．けれども，後にみるように，わが

国では組織労働者の圧倒的多数は企業別組合に組織

化されている．

　組合結成は，労働組合法によって規制されており，

同法は，労働組合の資格要件として，①使用者の利

益を代表する者が組合に加入せず，使用者から経費

援助を受けていないこと，②組合員の平等取扱いと

組合運営の民主的手続きを組合規約に定めているこ

となどを要求している．いいかえると，これらの要

件を満たすことができれば，労働組合法の定める手

続きや救済を受けられる組合を設立することができ

るわけである（白井・花見・神代（1986））3｝．

　以上のような制度的環境のもとでは，労働組合へ

の加入やその結成を意思決定する労働者を中心にし

て，労働組合と使用者の態度とビヘイヴィアが組織

化の進行にとって決定的に重要となる．したがって，

組織化プロセス分析の課題は，前節で明らかにされ

たような雇用構造の変化が発生するもとで，組織化

における当事者　　使用者，労働組合，未組織労働

者一が労働組合への加入や労働組合の結成に対し

てどのような態度をとるのか，またそうした態度を

とるのはなぜかを明らかにすることである．

3。1．組織化に対する使用者の態度

　3．1．1．組合・非組合賃金格差

　アメリカにおける組織率低下の原因に関する有力

な見解のひとつは，次のようなものである．労働組

合が存在することによって発生する組合・非組合賃

金格差は，労働者の個人属性をコントロールした後

にも約20％に達する（Freeman　and　Medoff（1984）

およびBlanchnower　and　Freeman（1992））．これ

が，企業にコスト圧力を加え，使用者による組合忌

避への経済的インセンティブを与える．実際，不当

労働行為件数は組合・非組合賃金格差が高まるとと

もに急増している．このことは，他方では，労働組

合にとって組織化の費用を高めることになり，組織

化努力は停滞せざるをえない．その結果，新規組織

診が低下し，組織率もまた低下するζととなった．

これがアメリカにおける通説の骨子である（この説

の詳細な検討については，本号所収のRebitzer
（1994）を参照せよ）．

　このように，アメリカにおいては，使用者の反組

合主義が強まった出発点には，1970～80年代を通じ

た組合・非組合賃金格差の拡大があった．だが，わ

が国においては，組合員であるか否かを識別した政

府統計の賃金データが利用不能のため，アメリカと

比較可能な賃金格差を推計することはできない．け

れども，近年，その他のデータを用いて賃金プレミ

アムの大きさを計測する試みが現れてきた．古郡

（1985）は，チェーンストアと百貨店における勤続3

年のパートタイム労働者の企業別モデル賃金を従属

変数とする賃金関数を推定し，組織化が約8％賃金

を高めると推計した．

　これに対して，Kalleberg　and　Lincoln（1988）は，

神奈川県厚木地区の製造業工場に雇用された労働者

（男子1148人，女子346人）の年間給与所得額の決

定関数を計測して，組合への加入が賃金を有意に低

めるという結果を得た．同様にして，Osawa（1989）

も，東京商工会議所加盟企業767社の平均年収を被

説明変数とする賃金関数を推定した結果，従業員の

学歴や勤続年数をコントロールすると組合ダミー変

数は負で有意となるという結論に到達している．

　これまでのところもっとも精密な賃金格差の分析

は，富木・野田（1993）によって与えられている．彼

らは，無作為に抽出した企業6800社から回収され

た689社の企業別データ（連合総合生活開発研究所

「労働条件と労使コミュニケーション調査」の個品）

を用いて，次のような分析を行なっている．まず初

めに，高卒男女30歳の標準労働者の基本賃金を従

属変数とする賃金関数を通常の最小2乗法によって

計測し，組合ダミーが有意な効果をもたないことを
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みいだす（ただし，女子の高卒45歳労働者では正の

組合効果がみられる）．次いで，組合の内生性の問

題に対処するために，組合の需要関数，労働側の発

言力関数，そしてこの発言力を説明変数のひとつと

する賃金関数からなる連立方程式モデルを推定し，

発言力が賃金上昇効果をもたないことを確認する．

さらに，労働側の発言力関数，賃金以外の労働条件

（退職金支払い額，所定内労働時間，所定外労働時

間，年休取得日数，年休取得率）の決定関数，および

離職率関数の連立方程式モデルを計測することによ

って，発言力が所定内労働時間，年休取得日数，退

職金支払い額に対して（のみ）有意な効果をもち，か

つそれを媒介として離職率を引き下げる効果をもつ

という結論を得ている．要するに，粗木・野田の分

析が示しているのは，勝働組合が賃金を引き上げる

効果は一般的には確認できないこと，しかし賃金以

外の労働条件のいくつかには効果をもち，離職率を

引き下げるということである，

　和木・野田の推定結果は，前記の先行研究の結果

に照らしてほぼ妥当なものといえよう．また，労働

組合が労働者の発言を促すか否かという問題と，そ

の発言が実際に労働条件に対して効果をもつか否か

という問題は同じではないという洞察は，わが国の

組合の発言効果の限度を考えるうえで重要である．

けれども，怪怪・野田の分析では，第1に，組合・

非組合賃金格差のありうべき源泉と考えられるボー

ナスに対する組合効果への言及がなされておらず，

第2に，30歳と45歳という特定年齢ポイントの標

準労働者だけを対象としているという問題点がある．

　以上の研究からいえることは，日本の場合には，

アメリカにみられるような組合・非組合賃金格差は

全般的には存在しない可能性があるということであ

る．もしそうであるならば，この面から，経営側の

組合忌避には経済的インセンティブがとぼしいとい

えよう．しかしながら，上記の研究が示唆するとこ

ろでは，日本においても労働組合は，パートタイム

労働者や女子の賃金を引き上げ，また賃金以外の労

働条件には影響を与えているかもしれない．そして，

これが賃金以外の理由によって組織化に対する使用

者の抵抗を誘発する可能性なしとしない．．だが，こ

うした点に確定的解答を与えるためには，労働組合

に加入しているか否かを識別した労働者個人の個票

データの開発とその分析，さまざまの労働力構成を

もつ企業の経営側の組織化に対する態度の相違の分

析など，今後いっそうの研究が必要である．
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　3．1．2．使用者の組合忌避は増大したか

　アメリカにおける組織率低下に関する通説は，以

上で述べたように経営側の反組合主義仮説であるが，

この仮説を部分的に日本の経験に適用したのが

Freeman　and　Rebick（1989）である．わが国におい

ても，新規組織率の低下が全体としての組織率を押

し下げているけれども，フリーマンとレビックによ

れば，この新規組織化の停滞をもたらしたものは，

一方においては第1次石油ショック以降の利潤圧縮

に起因した使用者による組合忌避の増大である．ま

た，他方においては賃上げへの労働組合の影響の低

下を通じた雇用者の組合への関心の低下である．彼

らの計測によれば，資本利潤率の代理変数は，組織

率と新規組織率の変動の双：方に対して有意な効果を

もつことが明らかにされている．このことから，ア

メリカの場合と同様に，日本の組織率低下も，少な

くとも部分的には経営側の反組合主義によって発生

していると彼らは結論するのである．

　フリーマンとレビックの構造的分析に対する批判

は適切であったけれども，彼ら自身の積極説には問

題がある．まず第1に，経営側の組合への抵抗の増

大と労働者の組合への関心の低下という要因の双方

を指摘するにもかかわらず，前者と後者を区別した

うえでそれぞれの効果を捉えることに成功していな

い．実際，回帰分析においても後者の要因に関わる

変数は導入されておらず，結局のところ経営側の反

組合主義という要因のみが過度に強調されることに

なっている．第2に，経営側の組合忌避という観点

から利潤率の変化と組織率の変化の相関を解釈する

ためには，利潤に対する組合の効果が負であること

を示さなければならない．しかし，この点の証明は

与えられていない．要するに，フリーマンとレビッ

クの議論には，アメリカで流布している使用者の反

組合主義仮説をわが国に直接適用しようというバイ

アスが含まれている．

　その点はおくとしても，経済的誘因の有無がどう

であれ，わが国において経営側の反組合主義が増大

しているといえるだろうか．フリーマンとレピック

が経営側の抵抗の証拠として引用する東京都立労働

研究所（1986）の組合調査は，たしかに組合結成時に

同調者の切り崩しやリーダーへの集中攻撃がみられ

た事例を報告している．けれども，同時に，組合結

成が行なわれた企業側の調査は，62％の経営者が結

成前に組合に対して肯定的態度をもっており，また

結成時に労務管理士や弁護士などの社外第三者と接
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表4．不当労働行為の推移，1971～1992年．

経　　済　　研　　究

　　　新規申立（民間年
　　　企業関係事件）

新規申立・
雇用者比率

5
0
4
5
5
5
5
4
9
4
0
4
3
2
5
1
5
4
2
0
1
3

9
5
6
2
4
7
1
3
2
7
4
2
8
0
0
0
5
0
0
5
5
4

4
6
5
6
7
6
6
6
5
4
5
5
4
4
4
4
5
4
3
2
2
2

5
9
6
7
0
8
6
7
4
2
8
3
1
9
9
9
3
9
6
5
5
5

1
1
1
1
2
1
1
1
1
1
0
1
1
0
0
0
1
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
．
0
0
0

　　　（注）　新規申立・雇用者比率の計算は，新規申

　　　　　立件数を雇用者数（万人）で除することによ

　　　　　って行なった．
　　　（出所）　中央労働委員会「労働委員会年報」各年．

　　　　　総務庁統計局「労働力調査年報」1992年．

触した経営者は少数であったことも報告している．

また，組合結成前後の組合に対する使用者の態度に

関する同様の結論は，東京都亀戸労政事務所（1979）

でも与えられている4）．

　アメリカにおける経営側の組合忌避行動の動かぬ

証拠としてしばしば参照され’るのは，不当労働行為

の推移である．これを日本に関してみておこう．表

4に掲げられているように，新規申立・雇用者比率

は，1971年から74年にかけて年平均0．17であった

ものが，組織率が低下しはじめた1975年以降年平

均0．11へと急減している．このことから，少なくと

も不当労働行為に表れるかぎりでは，わが国におい

て経営側の反組合主義が強まったとはいえないよう

に思われる．

　3．1．3．従業員組織の組合代替機能

　不当労働行為に体現されるような経営側の組合忌

避が顕著でないとしても，使用者は，より穏当な手

段を用いて事実上労働組合が結成されないようにす

るかもしれない．Freeman　and　Medo丘（1984）が強

調するように，労働組合のもっとも主要な機能のひ

とつが発言を通じた労働者の不満の解決にあるなら

ば，労働組合以外の発言ルートを確保することによ

って，組合の発言機能を代替することができるであ

ろう．そうした発言を媒介する3つの制度が考えら

れる．①企業内の従業員組織や労使協議機関，②中

間管理職や現場監督者などの職場で中核的位置にあ

る従業員の役割，挙よび③企業外の紛争処理機関が

それである．

　これらの制度のうち，第1の従業員組織を分析し

たのが東京都立労働研究所（1990）であり，第1と第

2の問題に光をあてたのが企業内コミュニケーショ

ン研究会（1991）である5〕．後者によれば，1990年に

調査された企業375社のうち，約5割に従業員組織

があり，そのうちの約3割（全体の15．7％）は，たん

なる「親睦型」ではなく，労働条件を会社と話し合

う「発言型」の従業員組織を有している．経営側の

情報の従業員への伝達は，主として中間管理職や全

員説明というルートでなされるのに対して，従業員

のニーズを把握する際に従業員組織が利用される．

実際，労使コミュニケーションは，労働組合や発言

型の従業員組織のある企業でより円滑であり，離職

率を引き下げる効果があると主張されている6）．ま

た，労働組合が労使コミュニケーションに果たす役

割は，組合のある企業では高く評価されているのに

対して，従業員組織のある企業では評価が低い．

　より重：要な発見は，次の点にある．労働組合に対

する経営側の否定的態度は，従業員組織のある企業

の49％にみられ，いっさいの発言機構のない企業

の組合否定62％．に次いでいるという点がそれであ

る．調査計では組合に否定的見解をもつ使用者は約

4割で，組合に対して肯定的見方の企業が多数を占

めることは注目に値する．だが，発言型の従業員組

織の存在が労働組合に対する使用者の否定的態度と

関係することは，従業員組織が組合の代替物として

利用される可能性があることを示唆している（この

点は，東京都立労働研究所（1990）でも指摘され’てい

る）．

　以上は，従業員組織の有無またはその性格の相違

が，労働組合に対する経営側の態度にどう関係する

かを分析したものであるが，同じことが労働側の組

合への態度にどう影響するかを分析したのが久本

（1993）である．連合総合生活開発研究所「仕事と職

場環境に関する調査」のデータを用いて，久本は，

発言型従業員組織では親睦型従業員組織よりも労働

組合を必要とする労働者の割合が低いこと，および

発言型組織では親睦型よりも積極的な組合不要論が
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多いことをみいだしている．そして，使用者の反組

合志向が労働者の組合結成意欲に影響していると結

論している．

　しかしながら，ここで確認しておくべきことは，

前記の諸研究がもっぱら従業員組織と労使コミュニ

ケーションという問題に焦点を絞っており，労働組

合のない企業における労働条件の決定と労使関係の

全容を解明したものではないということである．従

業員組織や労使コミュニケーション以外に労働組合

の有無を規定する要因があるならば，その分析が必

要となろう．また，従業員組織の性格や労使コミュ

ニケーションの状況が真に重要な要因であるとして

も，それらは，当該企業の雇用管理や労働条件管理，

さらには経営者の労使関係戦略のあり方に深く規定

されていると考えられる．したがって，従業員組織

が組合を代替しうるか否かについての結論は，労働

組合のない企業における労働条件の決定と労使関係

全体を包括した研究を通じて導出されるべきである

と思われる．

3．2．労働組合の組織化努力

　3．2．1．企業別組合の組織化活動

　わが国における組織率低下の規定要因として，組

織化に対する経営側の抵抗が主要なものであるとは

認定されないならば，いま一方の当事老である労働

組合の組織化努力の不足をその要因のひとつとして

挙げることができる．だが，労働組合の組織化努力

といっても，どのレベルの労働組合組織の，いかな

る労働者をターゲットとする組織化努力であるのか

を特定して論じなければ意味がない．そこで，ここ

では，わが国の労働組合の支配的組織形態である企

業別組合を取り上げて，その組織化活動をみること

からはじめたい．

　周知のように，わが国の労働組合の組織形態は，

戦後一貫して企業別組合の優位によって特徴づけら

れる．たとえば，単位労働組合員数に占める企業別

組合員の構成比は，1947年に81。7％，1975年に91．1

％，1991年に91．3％とほぼ安定している．この企

業別組合の定義は次のように与えるのが適切であろ

う．すなわち，「企業別組合とは，特定の企業ないし

その事業所ごとに，その企業に本雇いの従業員とい

う身分資格をもつ労働者（職員を含めて）のみを組合

員として成立する労働組合のことである．しかも，

この企業別組合は，その運営上の主権をほとんど完

全な形で掌握している独立の労働組合である」（白井

表臥ユニオン・ショップ制の有無別労働組合の割合，1990年．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

産業・企業規模 合計
ユニオン・
Vョップ有ショップ無

ユニオン・

計 100．0 65．0 35．0

（産　　　　業）

鉱　　　　業 100．0 78．7 21．3

建　設　業 100．0 68．3 31．7

製　造　業 100．0 71．8 28．2

電気・ガス・熱供給・水道業 100．0 90．1 9．9

運輸・通信業 100．0 53．7 46．3

卸売・小売業，飲食店 100．0 81．0 19．0

金融・保険業，不動産業 100．0 78．3 21．7

サービス業 100．0 38ユ 61．9

（企　業　規　模）

5ρ00人以上 100．0 67．7 32．3

1，000～4，999人 100．0 78．7 21．3

500～999人 100．0 68．6 31．4

300～499人 100．0 66．4 33．6

100～299人 100．0 59．1 40．9

30～99人 100．0 53．3 46．7

（出所）　労働大臣官房政策調査部「労使関係総合調査・労働組

　　合活動等実態調査報告」（1990年）．

（1979）2），と7）．つまり，企業別組合の核心は，その

組織範囲を当該企業の正規従業員に限定していると

ころにある．したがって，企業別組合にとって他企

業の未組織労働者を組織化するインセンティブは存

在しない．これから，組織化活動は，企業別組合の

上部団体（産業別組合や地域別連合体）に委ねられる

ことになる．

　組織化にとって企業別組合のもついまひとつの重

要な含意は，組合のある企業では正規従業員が自動

的に組合に加入する仕組みであるユニオン・シ田ッ

プ制を多くの組合がとっているということである．

1990年現在で65％の組合が経営学とユニオン・シ

ョップ制を含む協約を締結している（表5）．それゆ

え，企業別組合の多くにとって，正規従業員に関す

るかぎり，組織化は自動的に達成されるのであって，

組織化活動はまったく必要ではない．要するに，企

業別組合の組織化活動が低調なのは，組織形態上の

必然的な帰結なのである．

　3．2．2．組織企業内未組織層の組織化

　企業別組合がユニオン・ショップ制をもつかぎり，

正規従業員の組織化は自動的に実現される．しかし，

近年，組合のある企業の内部においても雇用形態は

多様化しズおり，企業別組合の組織範囲は確実にせ

ばまってきた．この点を重視するのが，佐藤博樹，

中村圭介らの一連の研究である．

　企業内未組織層のうちでも，増加が著しく量的に
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もっとも高い比重を占めるのは1パートタイム労働

者である．たとえば，週間就業時間が35時間未満

の雇用者は，1975年の353万人から1992年の868

万人へと倍増している（総務庁統計局『労働力調査

年報』（1992年））．1990年の労働大臣官房政策調査

部「労働組合活動等実態調査報告」によれば，パー

トタイム労働者は，卸売・小売業，飲食店，製造業，

サービス業を中心に高い比率で雇用されているにも

かかわらず，組合の組織化努力はきわめて低調であ

る．パートタイム労働者の組織化を行なっているの

は，事業所にパートのいる組合の10．7％にすぎな

い8）．つまり，企業別組合は，「本雇いの従業員とい

う身分資格をもつ労働者（職員を含めて）のみを組合

員として成立する」という「本工組合」としての性

格をかたくなに守っているのである9｝．

　中村・’佐藤・神谷（1988）によれば，パートタイム

労働者の組織化が進まない背景には，次のような問

題がある．組合側にはパートに独自なニーズを取り

上げる必要や組合活動時間帯の設定などについて組

織運営上の工夫が求められ，また経営側の約6割が

パート組織化のメリットをみいだしていないという

問題がそれである．だが，それらの問題を取り除い

てやれば，はたして組織化が急速に進展するだろう

か．パートタイム労働者の組織化にはより構造的な

障害があるように思われる．というのも，正規従業

員と非正規従業員の間には雇用保障に関して決定的

な利害の差があるからである．とりわけ，正規従業

員に関する終身雇用慣行を維持するために非正規従

業員の雇用調整が行なわれるような場合には，両三

の利害の相違は深刻な形で表面化する．また，橘木

（1993）もいうように，両者の間には就業目的の差も

ある．企業別組合がパートタイム労働者の組織化を

進めることができないのは，たんなる努力不足では

なく，この利害の相違の反映であるかもしれない．

したがって，組合によるパートタイム労働者の組織

化努力を評価する場合，パートタイム労働者の類型

やその内部化の程度，正規従業員との関係などを詳

細に分析する必要がある．

　国際産業・労働センター（1988）の組合調査によれ

ば，正規従業員に占める非組合員の割合が5％未満

であるのは18．5％にすぎず，大半の組合がそれ以上

の非組合員を抱えている．また，最近5年間に正規

従業員に占める非組合員の割合が増加した組合は

52。5％に達する．ζれら非組合員の一部には「使用

老の利益を代表しない管理職・専門職」が含まれて

おり，彼らは「使用者の利益を代表しない」以上，

組合の潜在的な組織対象である．

　使用者の利益を代表しない管理職・専門職に対す

る組合の組織化努力の現状はどのようなものだろう

か．労働大臣官房政策調査部「労働組合活動等実態

調査報告」（1990年）によれば，事業所の72．0％に使

用者の利益を代表しない管理職・専門職がいる（し

かも，他の調査では過去5年間でその数は増加して

いるという）．このうち，それらの労働者を組織化

している組合は16．3％である．組織化の割合は，第

3次産業や大企業において相対的に高い．使用者の

利益を代表しない管理職・専門職の組織化は，さき

にみたパートタイム労働者のそれに比べればやや進

展しているといえる．しかし，そこには固有の問題

もある．第1に，組織化すると組合内で一般従業員

との利害調整がむずかしくなり，第2に，組織化に

対する経営側の抵抗もパートタイム労働者の場合よ

りも強いということである（中村・佐藤・神谷

（1988））．さきに述べたように，組合が組合員の組

織範囲を自主的に決められないような場合にほ，こ

の問題は深刻であろう．

　以上が組合のある企業の内部における推移である

とすれば，個別企業の外部に向かっての展開もある．

第1次石油ショック以降の市場競争の激化と国際化

の進展に直面して，日本企業は研究開発部門や販売

網の強化，あるいは経営の分社化を強力に推し進め

てきた．また，日本企業は，企業組織をピラミッド

型構造からネットワーク型組織へと変化させること

を志向し企業グループ経営を展開してきた．この結

果，労働力の移動は，企業内から企業グループ内へ

と広がり，連結子会社や取引先企業への出向や転籍

が増加した．しかも，出向や転籍は，一時的な雇用

調整の手段から恒常的な人材育成のための戦略的な

方策へと，その位置づけを変えてきている．

　こうした分社化の進展それ自体が，組織率を引き

下げている1要因といえる．なぜなら，ある研究の

示すところでは，連結子会社の約40％が組織化さ

れていない状況のもとで，親会社よりも子会社にお

いて雇用の伸びがより大きいからである（雇用職業

総合研究所（1986）（1987a，　b））．これに対する組合

の対応のひとつが，グループ労協・労連の形成であ

る．だが，グループ労協・労連に加盟する組合は約

4割であり（労働大臣官房政策調査部「労働組合活動

等実態調査報告」（1990年目），そこで必ず関連会社の

組織化が行なわれるとはかぎらない（国際産業・労

、



日本における労働組合組織率低下の規定要因

働研究センター（1989））．また，企業グループ内で

の労働力の流動化も，それが組合員籍の喪失と結び

つくならば組織率低下要因となる．1990年時点で

在籍出向者のいる組合は49．8％にのぼる．在籍出

向する組合員の組合員籍は，72．4％の組合で残るけ

れども，組合員籍をなくす組合も10．9％存在する

（労働大臣官房政策調査部「労働組合活動等実態調

査報告」（1990年））．出向にともなって組合員籍を

喪失する組合員の正社員に占める割合がそれほど高

いとは思われないけれども，出向が急速に増大して

いる現状では，そうした組合員がいるという事実を

無視することができない．

　3．2．3．産業別組合による未組織労働者の組織化

　　　　体制

　さきに述べたように，未組織企業の労働者の組織

化は，企業別組合の上部団体に委ねられている．と

りわけ，産業別組合の組織化体制とその成果が重要

である．これまでのところ，この問題に関するもっ

とも包括的な調査は全日本民間労働組合連合会

（1989）である．その結論を要約すれば次のようにな

る．まず，未組織労働者の組織化方針は，調査対象

である連合加盟の48組織のうち大半の産業別心合

がもっている．しかし，ここで4つの単産がそうし

た方針をもたないことは注目に値する．次に，組織

化体制については，本部専門部局が組織化にあたる

産業別組合が多い．組合員規模が大きな組織ほど本

部専門部局での組織化体制が整っている．組織拡大

のための財政措置を特別に講じている組織は16で

φる．そしてもっとも重要な発見は，組織拡大のた

めの専従オルグを擁する組織は48組織のうちわず

か6組合にすぎないという事実である．さらに，組

織化の実績についていえば，1988年度の組織化の成

果は合計91，244人である．1万人以上の組織化を達

成した組織は3単産だけであり，まったく組織化し

なかった組合は17にのぼる．要するに，企業別組

合の組織化活動の不備を補うことを期待されている

産業別組合においても，一部の例外的単産を除いて

その組織化体制はけっして十分ではないのである．

　以上の調査結果は，吉沢（1990）および大原社会問

題研究所（1991）によって吟味されている．吉沢は，

端的に，「産業別組織の機能が弱いところに，組織率

低下の真の要因がある」（吉沢（1990）42）という点を

強調する．いいかえれば，産業別組合の組織化努力

の不足こそが組織率低下の原因として位置づけられ

ている．大原社会問題研究所（1991）は，産業別組合
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による組織化努力の不足の原因の一部を，その「中

産別主義」に求める．つまり，産業分類上，中分類

に分けられる産業を組織範囲とする産業別組合のな

かには，すでに特定の産業分野の有力企業をほとん

ど組織化してしまっているため，そもそも組織化に

積極的になりにくいという事情があるという．また，

オルグの態度も，組合の自主結成のきっかけを受動

的に待つというものが多い（東京都立労働研究所

（1986））．

　以上のように，産業別組合の組織化体制と組織化

努力が不足していることは明らかである．しかしな

がら，産業別組合の組織化努力が十分か否かを評価

する場合，次の点に注意を払う必要がある．第1に，

単組一単産一ナショナル・センターというわが国の

労働組合組織の機能的ラインにおいて，予算および

人事権が圧倒的に大企業の企業別組合に集中する現

状では，産業別組合の組織化努力にもおのずと限界

がある．第2に，中小企業に散在する未組織労働者

の組織化には相当の費用を要し，それ，が便益と見合

わないならば，産業別組合がその組織化に消極的に

なるのは経済合理的であるといえる．この点につい

ては，アメリカで行なわれているような組織化のコ

スト・ベネフィット分析が今後必要とされよう．

3．3．組織化に対する未組織労働者の態度

　3．3．1．組合結成の諸契機

　組織化プロセスにおける第3の，そしてもっとも

重要な当事者は，組合に加入したり組合を結成した

りする意思決定を行なう未組織労働者である．しか

し，組織化に対する未組織労働者の態度についての

調査研究は，これまでみてきた使用老や組合に関す

る研究と比べると著しく不十分である．

　労働組合が実際に結成される場合の労働者の意識

を明らかにした業績として，中村（1986）および中

村・佐藤・神谷（1988）を挙げることができる．これ

によれば，未組織労働者が組合結成を決断するのは，

労働条件と経営体質に対する不満が臨界点を越えて

高まるときである．労働条件面では，賃金水準の低

さと賃金体系の不備への不満が多数を占める．また，

経営労務管理面では，経営側が従業員の意見を吸い

上げようとしないというのが不満の主たる理由であ

る．要するに，賃金間曲を中心とする労働条件への

不満と労使コミュニケーションの不足，これが組合

結成の主たる契機なのである（東京都亀戸労政事務

所（1978），東京都立労働研究所（1986）も参照）．

亀
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　3。3．2．未組織労働者の組織化支持

　未組織労働者は不満をもつとき，労働組合の組織

化という選択肢をどの程度支持するのだろうか．中

村・佐藤・神谷（1988）は，日本生産性本部，ゼンセ

ン同盟，東京都立労働研究所などによる勇働者意識

調査の結果を参照し，「労働組合はぜひ必要である」

「あったほうがよい」という回答の割合が高いこと

に着目して，未組織労働者の意識においていわゆる

組合離れは存在しないとみる．つまり，こうした組

合への期待を組織化へと有効に結実させていないの

は，さきにふれた労働組合の組織化努力の不足なの

である．

、この問題に関して，最近きわめて注目すべき研究

が現れた．野田・橘木（1993）がそれである．連合総

合生活開発研究所「仕事と職場環境に関する調査」

のデータを用いた彼らの分析結果は，次の4点にま

とめることができる．まず第1に，「労働組合は必

要」と回答する者の割合は6割を越えているので，

「組合が不必要なものという見解が支配的であるた

めに組織率が低下しているという主張には根拠がな

い」（野田・面木（1993）70）．第2に，組合は必要を

1，不必要を0とする従属変数のプロビット分析に

よれば，「組合は必要」と回答する労働者は，賃金改

善に対する期待，企業経営についての情報への期待，

人事考課への不満などをもった労働者であることが

わかる．しかし第3に，雇用構造上比重を高めてき

た属性をもつ労働者，たとえば女子やホワイトカラ

ー労働者などは労働組合の効果について相対的に低

い評価しか行なっていない．第4に，そうした状況

のもとで，査定による能力主義が浸透し，組合の組

織化を通じた勢働条件の改善よりも，仕事で業績を

上げて生活を改善しようとする労働者が増え，未組

織企業では組合を組織しようとする人が少なくなっ

た．ここに労働組合ができない最大の理由がある．

　野田・富木の分析は，組織率低下問題を考えるう

えで欠くことのできない未組織労働者の意識という

要因に焦点を定めており，きわめて重要である．と

りわけ，Farber（1985）（1990）がアメリカに関して行

なったように，未組織労働者の組織化支持がどのよ

うな不満や労働者の属性と関連するのかを数量的に

把握することは，貴重な試みである．また，能力主

義の浸透によって組織化の担い手がいなくなったと

いう指摘も，新しい解釈を提示したものといえる．

　しかしながら，以上の研究には次のような問題点

が含まれている．

表6．労働組合の必要性に関する意識別新入社員の割合，

　1970～1992年．　　　　　　　　　　　　（単位：％）

年鯨妨が‘恕方が縫謄わからない

1970　　　79

1971　　　84

1972　　　83

1973　　　84
1974　　　　n、a．

1975　　　77

1976　　　75

1977　　　71

1978　　　73

1979　　　71

1980　　　71

1981　　　73

1982　　　73

1983　　　72

1984　　　70

1985　　　71

1986　　　72

1987　　　68

1988　　　63

1989　　　64

1990　　　63

1991　　　65

1992　　　65

1
2
り
9
り
白a

●
2
2
3
2
2
3
2
2
2
3
2
1
2
2
2
2
2
2

n

1
0
0
9
a
5
7
8
7
7
6
5
4
5
5
4
4
5
8
7
8
7
7

1
1
1
　
氏
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

a
4
，
4
5
a
7
7
8
9
0
0
0
0
0
2
2
2
4
6
7
5
5
4

繊
　
　
n
　
　

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

（注）　調査対象は，三年3～4月に新入社員教育を受ける

　　ために国立青少年総合センターに入所したものであ

　　る，サンプル数は年によって変動があるが，ほぼ

　　7000人前後である．

（出所）　日本生産性本部「『働くことの意識』調査報告書」

　　各年。

　まず第1に，未組織労働者の組織化への支持は，

いわれるほど本当に高いのだろうか．十分な調査は

数少ないが，さきに言及した日本生産性本部による

調査結果（表6）によれば，たしかに，労働組合が「あ

った方がいい」という回答は，漸減傾向にあるとは

いえ6割を越えており，「ない方がいい」と考える人

は無視できるほどである1の．これに対して，労働組

合に対する未組織労働者の意識を無作為抽出による

サンプル調査で行なったわが国ではまれな調査であ

る内閣総理大臣官房広報室の世論調査（表7）による

と，次のことが明らかである．高度成長期以降，組

織率がピークにさしかかかっていた1974年と，組

織率の低下がはじまった後の1978年の間で，労働

組合は「ぜひ必要」という回答に変化はないが，「必

要」とする回答が減少し，「あまり必要でない」など

の回答が増加している．さらに，1979年に東京都立

労働研究所が行なった調査（東京都立労働研究所

（1981））とほぼ同じ調査票を用いて，同一の調査対
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表7．労働組合の必要性に関する意識別未組織労働老の割合，1974，1978年．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

年　　実数　　合計
　　　（人）　　（％）

ぜひ必要　　必要 あまり必要　　不必要　　わからない
でない

1974　　　　811　　　　・100．0

1978　　　1262　　　　100．0

12．9

13．5

［
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0
」
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」
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0
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り
山
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1974　　　　194　　　　100．0

1978　　　　344　　　　100．0
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臼
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」
1
2
2
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亡
0
7（注）　上段は，組合のない企業で雇用されている労働者の，下段は，組合のある企業で労働組合に

　　加入していない労働者の集計結果である．

（出所）　内閣総理大臣官房広報室「勤労意識に関する世論調査」1974年9月調査，および1978年3

　　月調査．

表8．労働組合の必要性に関する意識別労働者の割合，

　1979，1990年．　　　　　　　　　　（単位：％）

年実数合計ぜひ必要あった方なくともない方不明
　　（人）　（％）　　　　　　がよい　　よい　　がよい

1979　2118　100．0　　　21．0

1990　1039　100．0　　　24．0

45．9　　　　　26．4　　　　5．8　　　0．9

40．7　　　　　27．9　　　　4．4　　　3．0

1979　1427　100．0　　　10。7

1990　　637　100．0　　　10．8

44．8　　　　　35．4　　　　8．2　　　0．9

41．0　　　　39．8　　　　6．6　　　1．7

（注）　上段は全サンプルの，下段は組合のない企業で雇用さ

　　れている労働者の集計結果である．

（出所）　東京都立労働研究所「労使関係意識の変化一10年を経

　　て一」（1992年）．

象地域において1990年に実施された全世帯調査で

ある東京都立労働研究所（1992）は，次のことを報告

している．表8にみられるように，．全サンプル（上

段）に関しては，「ぜひ必要」と「あった方がよい」

を合計した組合が必要と考える老の割合は約6割強

で，不必要と考える約3割を上回っており，1979年

から90年にかけてほとんど変化は認められない．

しかし，未組織労働者のサンプル（下段）については，

必要とする者は55．5％から51，8％に減少し，不必

要と答えた者は43。6％から46．4％に増加している．

以上から，労働組合を必要と考える労働者の割合は

まだかなり高いものの，その割合は漸減傾向にある

といえよう．

　第2の問題は，質問内容に関わる．この種の意識

調査で伝統的に行なわれている「労働組合は必要

が」という質問文は，実のところきわめて曖昧であ

る．それは，どのレベルの，いかなる組織形態の組

合を意味するのかを明示していないし，必要なのは

経済社会全般にとってなのか，当該労働者の雇用さ

れた企業にとってなのか，それとも当該労働者自身

にとってなのかを特定していない．たとえば，ある

パートタイム労働者は，自分の職場に組織された企

．業別組合に加入する資格と意思をまったくもってい

ないが，しかし職場には「組合はあるほうがよい」

と考えるかもしれない．また，他の未組織労働者は，

社会において拮抗力として「労働組合はぜひ必要」

と感じているが，勤め先企業に企業別組合を結成す

る必要はないと思うかもしれない．したがって，組

織化支持に関する行動科学的に有意味な質問は，

「労働組合は必要か」ではなく，組合がある企業にお

いては労働者が労働組合に加入したいのか加入した

くないのか，または組合がない企業においては組織

化を支持する意思があるのかないのかを間うもので

なければならない．

　これに関連して注目すべきは，NHKが1973年

以降5年ごとに行なっている「日本人の意識」世論

調査である．この調査は，かりに新設企業に雇われ

て，働く人の間で労働条件に関する強い不満が起き

たとして，回答者がいかなる行動を選択するかを直

裁に問うている（表9）．とりうる行動のうち，「労働

組合をつくる」と答えた人の割合は，1973年の31．5

％から1988年の22。0％にまで低下しているのであ

る塒．他：方，組合のある企業の未組織労働者につい‘

ての他の調査をみると，商業労連加盟単組の存在す

る企業（小売業）で働く非正規従業員を対象とする調

査である国際産業・労働研究センター（1991）は，組
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表9．労働条件に強い不満をもった場合の行動別回答者

　の割合，1973～1988年．　　　　　　　（単位：％）

年綴寛縫譲物着携磐その他錨馨ない

1973　　　　37．2

1978　　　　41．6

1983　　　　47．6

1988　　　　48．2

23．6

21．6

22．4

23．6

31．5　　0．1

30．7　　0．1

25．1　　02

22．0　　0．3

7
0
σ
f
O
O
」

7
「
0
4
5

（注）　質問文は，次の通りである．「かりにあなたが，新し

　　くできた会社に雇われたとします。しばらくしてから，

　　雇われた人々の間で，給料とか働く時間など労働条件に

　　ついて，強い不満が起きたとしたら，あなたはどうなさ

　．いますか．リストの中から選んでください，」

（出所）　NHK世論調査部編『現代日本人の意識構造』第3

　　版．日本放送出版協会，1991年．

合加入意思のある非正規従業員は7％にすぎないこ

とを報告している12）．

　これら調査によれば，さきにみた「労働組合は必
　　　　　　　　　へ
要⊥という回答は，実際の未組織労働者の組織化支

持をかなり過大評価している可能性がある．しかも，

労働条件に対する不満を組織化という手段によって

解決しようとする労働者の割合は確実に減少してき

た．これから，未組織労働者の組織化支持は低下傾

向にあるといえるように思われる．いずれにせよ，

今後，より適切なサンプリング方法と質問文による

未組織労働者の組織化支持割合の調査が必要とされ

る．そして，そうした調査によってえられる未組織

労働者の態度に関するデータの厳密な分析が要請さ

れているのである．

3．4．組織化プロセス分析の評価

　組織化プロセス分析の課題は，組織化の当事者に

即して組織率低下の規定要因を明らかにすることに

あっ．た．組合に対する使用者の態度に関しては，ア

メリカにみられるような使用者の激烈な反組合主義

が組織率低下をもたらしている可能性は，わが国で

は小さいことが明らかとなった．これに対して，労

働組合の組織化努力は，企業別組合のレベルでも産

業別組合のレベルでも不十分であって，パートタイ

ム労働者を初めとする企業内未組織層や，組合のな

い企業の労働者の組織化が立ち遅れていることが浮

き彫りとなった．さらに，未組織労働者の態度に関

しては，労働条件に対する不満の解決手段としての

労働組合に対する関心はそれほど高くはなく，かつ

その関心は低下していることが示唆された．

　しかし，組織化プロセス分析の現状には次のよう

な問題があることもまた明らかである．第1に，組

織化プロセスに関する研究の多くが，ある1時点だ

けの分析であり，構造的分析の研究のような推定組

織率の変化の数量的分析を提供していないというこ

とである．第2の問題は，使用老，組合，および未

組織労働者の行動にスポットライトがあてられてお

り，その相互依存性への注意が十分ではないという

ことである．この問題は，労働組合の組織化努力の

評価において端的に現れる．組合の組織化努力が不

足しているとしても，組織化努力は，組合に対する

使用者の態度と組合に対する未組織労働者の態度と

の相対的な関係のなかで決定される性格のものであ

る．この間題を解明するためには，組織化プロセス

の相互作用的性格を定式化するゲーム論的モデルが

必要であるし，またそうした相互作用性を意識した

実証分析が要請され’ているのである．

4．おわりに

　以上では，わが国における推定組織率の低下とい

う問題を考察した研究文献を構造的分析と組織化プ

ロセス分析とに大別し，それぞれが組織率低下の規

定要因について何を明らかにすることができ，また

何を明らかにすることができなかったのかを検討し

た．

　まず初めに，組織率低下の構造的分析の貢献は，

日本において組織率の低下に寄与している要因を検

出し，その相対的説明力を明らかにしたところにあ

った．これによれば，雇用者に占める女子労働者や

パートタイム労働者の比率の上昇が組織率低下に作

用しているが，しかしそれら雇用構造の変化が組織

率低下を説明する割合は約半分程度にすぎないこと

が判明した．また，組織人員のストックとフローと

いう観点からみれば，新規組織化の停滞が組織率低

下の重要な要因であることが析出された．他方，構

造的分析の難点は，指摘されるような属性をもつ労

働者の組織化や新規組織化が困難だったのはなぜか

という問題に解答を与えていない点にあった．

　これに対して，組織化プロセス分析の意義は，組

織化の当事者に即して，組織化が停滞した要因を把

握しようとしたところにあった．それによれば，わ

が国の場合，組織化に対する使用者の抵抗が組織率

低下をもたらしている可能性は小さいことが指摘さ

れた．その一方で，労働組合の組織化努力は，組合

のある企業の未組織層についても，組合のない企業

の労働者についても，著しく不十分であることが明

らかとなった．だが，組合に加入したり組合を結成



日本における労働組合組織率低下の規定要因

する当の主体である未組織労働者の組織化支持はそ

れほど高くはなく，かつ近年低下していることが示

唆された．

　そこで，以上の先行研究の展望から明らかになっ

た未解明の問題に光があてられなければならない．

とりわけ，わが国において，使用者に組合忌避の経

済的誘因を与える組合・非組合賃金格差がはたして

存在するのか否か，また未組織労働者はいかなる理

由で，どの程度粗織化を支持するのかなどの問題の

解明が鍵を握ることになる．ここに今後の研究によ

って解明されるべきもっとも重要な領域がある13）．

　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　注

　1）　日本における組織率低下に関する文献の展望とし

ては，吉沢（1990），現代総合研究集団（1991），大原社会

問題研究所（1991），橘木（1993）などがある．

　2）　「推定組織率」の分母である「労働力調査」の「雇

用者」には会社役員や団結を禁止されている者が含まれ

ているために，「推定組織率」は労働組合組織率の正確な

尺度ではないという批判がある（二村（1986））．二村は，

「労働力調査」の「雇用者」から，①会社役員や団結を禁

止されている者（自衛隊員や警察官など）を除外し，②続

いて管理職を除外し，③さらに臨時・日雇労働者をも除

外した場合の組織率の系列を推計している．当然のこと

ながら、これらの調整の結果，組織率の水準は上方に押

し上げられる．しかし，そうした調整によっても，本稿

で考察対象としている1975年以降の組織率の連続的低

下というパターンには変化はみられない．

　3）　しかし，労働組合法よりも上位規範である憲法が

労働基本権を保障しているから，前記の資格要件を満た

さなくとも，労働組合（法外組合）を結成することは可能

である．

　4）　しかし，これらの企業調査は，労働組合が新規に

結成された企業を調査対象としており，その意味で，結

果的に組合を受容した経営者に関するものであることに

注意する必要がある．

　5）従業員組織と労使コミュニケーションを分析した

もっとも初期の研究としては小池（1981）が，また最近の

研究としては連合総合生活開発研究所（1992），橘木・連

合総合生活開発研究所編（1993）がある．

　6）　ただし，その離職率関数では，冨田（1993）も指摘

するように賃金が説明変数に加えられていないため，従

業員組織ダミーが離職率に対する発言効果を意味すると

は解釈できない．他方，中村（1988）は，情報サービス産

業の企業別データを用いて，従業員組織の存在が離職率

を引き下げる効果をもたないことをみいだしている．同

様の計測結果は，冨田（1993）でも与えられている．

　7）　ここで，労働組合が独立であるという意味は，「自

らのきめた独自の組合規約をもち，組合の役員も原則と

して同じ企業の従業員から選出され，独自の財政をもっ

ていることであって，要するに自前で存在し，活動をす

るに当たってほとんど完全な自治権をもつ労働組合であ

る」ということである（白井（1979）2）．
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　8）　ただし，パートタイム労働者の組織化状況は，産

業ごとに同じではない．たとえば，卸売・小売業，飲食

店では，27．4％の組合がパートを組織化しているのに対

して，サービス業ではその比率は13．1％にとどまる．

　9）　しかし，中村・佐藤・神谷（1988）も指摘するよう

に，パートタイム労働者の雇用比率の高い組合ほどその

組織化意欲が強くなるという関係がみられることに注意

すべきである．これは，パートタイム労働者と正規従業

員の間に競合関係が発生すると，正規従業員の交渉上の

地位を維持するために組織化圧力が働くことを意味する

と思われる．

　10）　この表を読むときに注意すべきなのは，「わから

ない」という回答が増加していることである．それは，

はっきりとした組合否定ではないけれども，組合の存在

意義が不明瞭化している証拠かもしれない．

　11）　佐藤（1991）と大原社会問題研究所（1991）でもこ

の調査が引用されている．なお，この調査の詳細につい

ては，秋山・高橋（1989）をみよ．

　12）　労働組合に関する労働者意識調査としては，そ
の他に中部生産性本部（1991）がある．

　13）　そうした問題を分析するために，わたくしは，日

本労働研究機構において共同研究を組織し，調査研究を

行なった．その成果が日本労働研究機構（1993）である．

また，その内容の一部は都留（1993）で報告されている．
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